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教育 ICT環境の最適化に向けた調査業務事業者選定に関する 

プロポーザル実施要領 

 

１ 業務内容 

別紙 1「教育 ICT環境の最適化に向けた調査業務仕様書」（以下「仕様書」という。）の

とおり。ただし、本仕様書は京都市教育委員会における教育ＩＣＴ環境の最適化に向けた

調査のための基本的事項を定めたものであり、委託契約を締結する際には、受託候補者の

提案内容等に応じ仕様書を変更する場合がある。 

 

２ 契約条件 

委託業務として契約を締結する。 

 

３ 契約期間 

契約締結日の翌日から令和 8年 3月 31日まで 

 

４ 契約金額の上限 

18,000,000円（消費税及び地方消費税相当額を含まない。） 

 

５ 応募資格要件 

参加事業者は、以下の資格要件を全て満たしていること。 

⑴ 京都市契約事務規則第 4条及び第 22条の規定により競争入札有資格者名簿に登載さ

れていること。ただし、競争入札有資格者名簿に登載されていない場合であっても、京

都市競争入札等取扱要綱第 2条第 1項各号に掲げる資格を有する者である場合は、競争

入札有資格者とみなす。 

⑵ 本実施要領のホームページ掲載の日から業務提案書提出の日までの間において、京都

市競争入札等取扱要綱第 29条第１項の規定による競争入札参加停止を受けていないこ

と。 

⑶ 京都市暴力団排除条例第 2条第 4号に規定する暴力団員等又は同条第 5号に規定する

暴力団密接関係者でないこと。 

⑷ 以下に掲げるものを滞納していないこと。 

ア 所得税又は法人税 

イ 消費税及び地方消費税 

ウ 京都市の市民税及び固定資産税（納税義務者に該当する場合） 

エ 京都市の水道料金及び下水道使用料（納付者に該当する場合） 
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⑸ 委託業務の実施が可能であること。ただし、参加事業者がコンソーシアムを結成する

ことを妨げない。この場合、事業者側で定めた代表幹事者が⑴から⑷までの資格要件を

全て満たしていること。 

 

６ 応募手続等 

⑴ 関連書類の交付 

下表の書類をホームページに掲載し交付する。 

(ｱ) 教育ＩＣＴ環境の最適化に向けた調査業務事業者選定に関するプロポーザ

ル実施要領（本書） 

(ｲ) 教育ＩＣＴ環境の最適化に向けた調査業務仕様書（仕様書。別紙 1） 

(ｳ) プロポーザル業務提案書作成要領（別紙 2） 

(ｴ) プロポーザル業務提案書項目及び配点一覧（別紙 3） 

(ｵ) 受託候補者選定に係る審査基準（別紙 4） 

(ｶ) 参加意向確認書（様式 1） 

(ｸ) 教育ＩＣＴ環境の最適化に向けた調査業務に関する協定書（ひな型） 

（様式 2） 

(ｹ) 情報システム関連資料閲覧申出書（様式 3） 

⑵ 関連書類の提出（全事業者共通） 

参加事業者は、下表のとおり京都市教育委員会学校事務支援室（以下「学校事務支援

室」という。）に事前連絡のうえ、書類を持参、郵送又は電子メールにより提出するこ

と。 

 提出書類 

（押印不要） 

提出部数 

（紙媒体の場合） 
提出期限 

ア 参加意向確認書（様式 1） 1部 
令和 7年 9月 29日（月） 

17時まで 

イ 業務提案書（任意様式） 7部 令和 7年 10月 9日（木） 

17時まで ウ 見積書（任意様式） 1部 

※電子媒体の場合は各書類 1部ずつの提出で支障ない。 

⑶ 競争入札有資格者名簿に登載されていない事業者の提出書類 

５⑴ただし書に該当する事業者は、以下の書類を令和 7年 10月 9日（木）17時まで

に提出すること。 

ア 登記事項証明書（履歴事項全部証明書又は登記簿謄本）（法人の場合）又は印鑑登

録証明書（個人の場合） 

イ ５⑷に関する納税証明書及び納付証明書 

ウ 京都市競争入札等取扱要綱第 2条第 1項第 6号に関する誓約書 
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⑷ コンソーシアムを結成する事業者の提出書類 

５⑸に該当する事業者は、京都市立学校等におけるネットワーク環境の改善に関する

協定書（様式 2のひな形を参考に作成）を令和 7年 10月 9日（木）17時までに提出す

ること。 

⑸ 留意事項 

ア 提出書類の作成及び提出に係る費用は参加事業者の負担とし、提出された提案書類

は参加事業者に返却しない。 

イ 提出された書類については、受託候補者の選定以外の用途では提出者に無断で使用

しない。 

ウ 提出された書類については、受託候補者の選定作業に必要な範囲において、複製を

行うことがある。 

エ 提出された書類は、提出期限後の差換え及び再提出は一切受け付けない。ただし、

瑕疵の程度、受託候補者の選定作業における必要性を総合的に勘案して、京都市が提

出書類の補正を要求することがある。 

オ 参加意向確認書の提出後、参加を辞退する場合は、書面にて辞退届（任意様式）を

提出すること。 

カ 以下の場合は参加を無効とする。 

(ｱ) 提出書類を本要領に定める提出期限及び提出方法によらずに提出した場合 

(ｲ) 提出書類に記載すべき事項の全部又は一部が記載されていない場合若しくは記載

内容に著しい不備がある場合 

⑹ 業務提案書の記載事項 

任意様式ではあるが、プロポーザル提案書作成要領（別紙 2）の仕様により作成する

こと。また、プロポーザル業務提案書項目及び配点一覧（別紙 3）の各項目に沿った提

案内容を記載すること。 

 

７ 本選定に関する質疑 

⑴ 質疑の方法 

質疑内容を記載した書面（様式自由）を学校事務支援室に持参、郵送又は電子メール

により 1部提出することとし、電話による質疑は受けないものとする。電子メールで提

出する場合は、必ず受信確認の電話を入れること。 

なお、本市の情報システムの詳細に関しては、「８ 情報システム関連資料の閲覧」

により確認を行うこと。 

⑵ 紙媒体の場合の提出部数 

１部 

⑶ 提出期限 

令和 7年 9月 29日（月）17時まで 



4 

 

⑷ 質疑に対する回答 

全ての質疑及び回答については、令和 7年 10月 1日（水）までに、参加意向確認書

の提出があった全事業者（以下「受託希望者」という。ただし、辞退届の提出があった

事業者を除く。）に対し、質問事項及びその回答を電子メールで通知する。 

 

８ 情報システム関連資料の閲覧 

⑴ 閲覧期間 

業務提案書作成の参考とするため、令和 7年 9月 25日（木）から同 10月 3日（金）

までの期間中、受託希望者は京都市教育委員会の情報システム関連資料を閲覧すること

ができる。ただし、閲覧可能な時間帯は開庁日の 9時から 17時までの間とする。 

⑵ 閲覧可能な資料 

閲覧可能な資料は、京都市があらかじめ閲覧用に用意した資料に限る。用意する資料

は、主に令和 2年度以降に、学校事務支援室が担当課として調達した情報システムに関

する資料である。 

⑶ 閲覧場所及び方法 

学校事務支援室の庁舎内に、閲覧用の端末を用意する。当該端末から所定の保存場所

にアクセスし、情報システム関連資料のデータを閲覧すること。 

データの持出しが必要な場合は、京都市が事前に承認した外部記録媒体に保存し持ち

出すこと。ただし、USBメモリ等、小型大容量記録媒体の使用は認めない。 

⑷ 閲覧手続 

ア 学校事務支援室に、閲覧希望日の 1開庁日前の午前中までに、情報システム関連資

料閲覧申出書（様式 3）を持参、郵送又は電子メールにより提出すること。 

イ 情報システム関連資料閲覧申請書（様式 3）の提出後、速やかに希望日時の閲覧の

可否を学校事務支援室から連絡する。施設運営上、希望日時に閲覧できない場合は、

同申出書の再提出によらず閲覧日時を再調整する。 

 

９ 受託候補者の選定 

⑴ 受託候補者選定委員会 

受託候補者を選定する審査は、以下の委員で構成する受託候補者選定委員会が行う。 

ア 教育委員会事務局総務部担当部長（総務部学校事務支援室長事務取扱） 

イ 教育委員会事務局総務部学校事務支援室担当課長（情報化推進） 

ウ 教育委員会事務局総務部学校事務支援室担当課長（情報化推進） 

エ 教育委員会事務局指導部学校指導課長 

オ 教育委員会事務局指導部学校指導課担当課長（教育 ICT化推進） 
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⑵ 個別ヒアリングの実施 

受託希望者に個別ヒアリングを実施する（令和 7年 10月中旬予定）。実施日時、利

用可能な設備等詳細については、別途、電話又は電子メールで連絡する。 

⑶ 評価方法 

別紙 3及び別紙 4のとおり 

 

10 受託候補者の決定 

⑴ 受託希望者の順位決定 

「８ 受託候補者の選定」に基づき、業務提案書及び個別ヒアリングの内容につい

て審査を行い、別紙 3及び別紙 4の評価方法による配点が大きい順で、全ての受託希

望者の順位を決定する。 

⑵ 受託希望者への通知 

ア 審査結果については、全受託希望者に書面をもって通知する。（令和 7年 10月中旬

予定） 

イ 通知内容に疑義のある受託希望者が説明を求める場合（疑義照会）は、通知の発出

日から 2開庁日以内に書面で、京都市教育委員会学校事務支援室まで提出すること。 

ウ イの提出は持参、郵便又は電子メールによるものとする。電子メールで提出する場

合は、必ず受信確認の電話を入れること。 

エ イの提出のあったものについては、速やかに書面をもって回答する。 

⑶ 受託候補者の決定及び契約締結の協議 

ア 審査結果の受託希望者への通知後、第 1順位の受託希望者を受託候補者として速や

かに契約締結の協議を行う。この際、協議が整わなかった場合は、次の順位の受託希

望者から順に、受託候補者として契約締結の協議を行う。 

イ 協議が整った場合は、速やかに当該受託候補者を受託者としての契約を締結する。

この際、当該受託候補者は業務提案書及び個別ヒアリングの内容に基づき、速やかに

契約仕様書の案を作成すること。 

 

11 契約に関する基本事項 

⑴ 契約条件等 

「２ 契約条件」、「３ 契約期間」及び「４ 契約金額の上限」を前提に、受託候補

者の業務提案書及び個別ヒアリング並びに見積書の見積価格に基づき、受託候補者と協

議のうえ決定する。 

⑵ 特約事項 

業務提案内容の実現に必要な追加費用及び別途費用は、全て受託候補者の負担とす

る。 
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⑶ 一括再委託の禁止 

受託候補者となった者は、その地位及び権利を譲渡できないものとし、契約締結後、

委託業務の全て又は主要な部分を一括して他の者に履行させることを禁止する。ただ

し、委託業務の一部のみを第三者に委託することは、あらかじめ京都市の承認を得るこ

とを条件に許可する。 

⑷ 契約保証金 

免除する。 

⑸ 契約金額の支払い 

精算払とする。 

 

12 その他 

⑴ 本プロポーザルにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本円に限る。 

⑵ 受託候補者選定委員会は、受託希望者が次のいずれかの条件に該当した場合は、直ち

に当該受託希望者を選定から除外する。 

ア 提出書類又は個別ヒアリングの内容に虚偽があった場合 

イ 「５ 応募資格要件」による応募資格を喪失した場合 

ウ 選定に影響を与えるような不誠実な行為を行った場合 

 

13 スケジュール（再掲） 

内 容 日 時 

プロポーザル募集開始 令和 7年 9月 19日（金） 

参加意向確認書（様式 1）の提出締切 令和 7年 9月 29日（月）17時まで 

質疑締切 令和 7年 9月 29日（月）17時まで 

質疑に対する京都市からの回答 令和 7年 10月 1日（水）まで 

業務提案書等の提出締切 

・業務提案書 

・見積書 

令和 7年 10月 9日（木）17時まで 
６⑶に関する提出書類の提出締切 

競争入札有資格者名簿に搭載されて

いない事業者 

６⑶に関する提出書類の提出締切 

（コンソーシアムを結成する事業者） 

個別ヒアリング 令和 7年 10月中旬予定 

受託候補者の選定 令和 7年 10月中旬予定 

審査結果通知 令和 7年 10月中旬予定 

通知内容に関する疑義照会 審査結果通知の発出日から 2開庁日以内 
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14 提出先及び問合せ先 

本プロポーザルに関する提出書類の提出先及び問合せ先は以下のとおり。 

⑴ 書類を持参又は郵送する場合の住所・所属 

〒６０４－８４３７ 

京都市中京区西ノ京東中合町１ 

京都市教育委員会事務局総務部学校事務支援室 情報化推進担当 

⑵ 電話番号 

（０７５）８４１－３５０５ 

⑶ 電子メールアドレス（学校事務支援室の共用メールアドレス） 

jcenter@edu.city.kyoto.jp 

⑷ 注意点 

ア 開庁時間は平日８：４５～１７：３０ 

イ 京都市立西京高等学校の敷地内に所在するが、同校と入口が異なる点に注意するこ

と。必ず敷地西側（佐井通）の学校事務支援室用の入口から来庁すること。 

ウ 提出書類を郵送する場合、提出締切は指定する日時までの必着を条件とする。 

エ 電子メール送信時は、件名の先頭に必ず「【教育 ICT環境】」の文言を付すこと。 

 

 

疑義照会に対する京都市からの回答 疑義照会後速やかに回答 

契約締結の協議 審査結果通知後速やかに協議 

契約予定日 令和 7年 10月中旬 

mailto:jcenter@edu.city.kyoto.jp

